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研究成果の概要（和文）：　本研究の成果は主に3つである。①女性のロールモデルと繋がるための介入、②コ
ロナ禍のロックダウン・学校閉鎖の影響に関する電話調査、③家父長的な社会に着目した南アジア女性の労働参
加の実証分析、である。
　①の仮説は、家父長的な社会では、親と一緒の介入でなければ労働参加には影響がないというものであった。
ところが実際の労働参加について、未婚女性のみの介入が有意に効果が大きかった。②では、男子より女子の家
事労働に費やす時間が圧倒的に増えたこと、女子の児童婚リスクが経済的ショックを受けた家計ほど上昇したこ
とが分かった。③では、女子のエンパワメントを意図した介入が、女子の労働参加率を高めることを実証した。

研究成果の概要（英文）： This study has mainly three achievements:(1)Intervention offering the 
workshop in which girls and their parents could connect with female role model, (2)Phone-based 
survey to explore the effects of COVID-19 induced lockdown and school closure on children, (3)
Empirical analysis on female labor force participation (LFP) in the patriarchal South Asian society.
 (1) originally hypothesized that, in the patriarchal society, the intervention to girls with 
parents, but not girls alone, would be effective to enhance girls’ LFP. However, the empirical 
results show that the intervention to girls alone significantly and strongly enhanced their LFP. (2)
 showed that during the school closure, girls' time spent on household chores increased 
substantially more than boys', and the risk of female child marriage has increased among the 
households who had financial shock due to COVID-19 lockdown. (3) showed that increased girls’ 
agency, but not their academic or vocational skills, enhanced their LFP. 

研究分野：開発経済学　家族経済学　人口経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　①について、家父長的な社会規範に影響を与えることを目的とした介入実験の成果はまだ解明されておらず研
究途上であり、学術的な意義は大きい。②について、コロナ禍のロックダウン・学校閉鎖がもたらした弊害につ
いては、学力の低下や児童婚の上昇など、UNICEFやUNFPA、UNESCOといった国際機関が警鐘を鳴らしている。本
研究はその影響を実証したものであり、国際開発への政策的意義は大きい。③について、家父長的社会では、単
なる学校教育による女子への人的投資では足らず、女子のエンパワメント教育の重要性を実証しており、学術
的、国際開発への政策的意義ともに大きい。
　

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 南アジアは発展途上国のなかでも女性の労働参加率が低い。最近のミクロ開発経済学者たち
は、女性が外で働くことをよしとしない社会規範が、南アジア女性の労働参加を妨げていること
に着目している(Dean & Jayachandran 2019; Jayachandran 2021)。女性が外で働くことは、
一家の長たる男性が家族を養うという義務を果たしていないといえ、恥ずべきだという家父長
的な価値観がその社会規範の背景にある。ただ南アジアの多様性をみると、南アジア女性全般の
低い労働参加率が、女性が外で働くことをよしとしない社会規範だけでは説明できないことも
分かる。 
 発展途上国では、未発達・不完全な制度を補完するものとして、インフォーマルな制度の果た
す役割が注目され、主に肯定的に捉えられてきた。しかし、インフォーマルな制度が常に肯定的
な役割を果たすとは限らず、かえって経済成長・貧困削減にとって負の影響をもたらしうること
はあまり注目されていない。数少ない実証研究の例として、社会的紐帯（つながり）の強さが労
働移動を妨げるとしたMunshi & Rosenzweig(2016)がある。またMunshi & Rosenzweig(2006)
は、新たな女性の就業機会が生まれたとき、社会的紐帯の弱いカーストの低い女性たちほど労働
参加が促されることを実証した。本研究では、インフォーマルな社会的紐帯の強さが女性の労働
参加に与える影響、およびその背景にあるメカニズムの実証を、当初の問いに立てた。 
 
２．研究の目的 
当初は、上記の問いから、直接社会的紐帯に影響を与える介入内容を考えていた。具体的な介
入デザインのため、研究初年度の 2018年に、調査地であるバングラデシュ農村で、未婚女性お
よび家父長的な社会を考慮して、その両親を対象に、パイロット調査を実施した。パイロット調
査のなかで、農村社会のインフォーマルなつながりという意味の社会的紐帯とは別の意味のつ
ながり――実際に働いている女性を知っているかどうか――が示唆された。 
すなわち、パイロット調査では、女性が農村で教員として働くことに抵抗がなく、また都会で
女性工員が多く働いている事実を説明する共通の要因として、ロールモデルの果たす役割が浮
かびあがった。女性の教員は、農村でも伝統的に古くある職業で、女性が働くことを未婚女性本
人もまたその父親も容易に想像できる。また、縫製業の女性工員は、ダッカなど都市部にいれば
身近な存在だろうが、農村にいて彼女たちと何のつながりもなければ、働くことが想像できない
だろう。そこで、本研究の介入を、ロールモデル女性とつながりをつくるためのワークショップ
開催とした。ロールモデル女性の存在が、女性が外で働くことをよしとしない社会規範を緩める
かどうかを実証することが、第一の目的である。 
第二の目的は、当初には予定していなかったことだが、2020年初頭から始まった新型コロナ
ウイルスのパンデミックにより、当初の研究計画を変更するなかで新たに生まれた。パンデミッ
クによる学校閉鎖は、バングラデシュでは 1年半に及んだ。とりわけ、調査対象地の農村は、バ
ングラデシュのなかでも最貧困地域で、もともと女子の児童婚問題（18 歳未満の結婚）を抱え
ていたところ、学校閉鎖により問題の悪化が懸念された。パンデミックによるロックダウンによ
り、対面調査を一時的に中止せざるを得なくなったことから、急遽対象家計に対して電話調査を
実施し、コロナ禍が農村貧困家計にもたらした影響、ティーンエージャーの男女に与えた影響
（とりわけ有償労働と家事労働）、児童婚への影響を解明することとした。 
 
３．研究の方法 
（１）女性ロールモデルとのつながりをつくるランダム化比較試験(RCT)および家計調査 
本研究は、都市部から離れたバングラデシュ北東部ガイバンダ県において、ロールモデル女性
とつながりをつくるためのワークショップを開催する RCT を実施することを中心に実施した。
ロールモデル女性には、ダッカで働く現役の縫製工かつガイバンダ県農村出身の女性 10 人を、
週末にガイバンダ農村に帰省してもらいワークショップの講師としてリクルートした。対象村
はガイバンダ県から 164村をランダムに選び、各調査村において 15～29歳の未婚女性がいる家
計から最大 10家計をランダムに選んだ(計 1524家計)。なお、本 RCTおよび家計調査について
は、研究代表者の所属機関であるアジア経済研究所の IRB審査済みである(RPA190710003)。 
介入実験に先立ち、対象家計選別のための簡易センサス作成を 2019年 7～8月に実施した。
簡易センサスに基づいて対象家計をランダムに選んだのち、ベースライン家計調査を 2019年 8
～10 月に実施した。家父長的な価値観が、女性が外で働くことをよしとしない社会規範の背景
にあることから、本研究では、家庭内の意思決定を明らかにすることに着目し、オリジナルの調
査票デザインを行った。そのため、典型的な家計調査票と異なり、回答者を 15～29歳の未婚女
性、その両親の 3人とした。 
ベースライン家計調査後、164村を 3つのグループにランダム分けた。第 1グループ村と第 2
グループ村の未婚女性たちは、ロールモデル女性のワークショップへ招待した。加えて、第 2グ
ループ村の未婚女性については、その両親もワークショップへ招待した。第 3 グループは対照
村である。第 1 グループと第 2 グループについては、職業訓練校でトレーニングを受けるにあ
たっての金銭面でのインセンティブもつけたが、そのサチュレーションレベルに変化をもたせ



た。すなわち、第 1グループおよび第 2グループの村のうち、半分の村では 25%の家計に、残
りの半分の村では 75%の家計に職業訓練校の入学金を補填するバウチャーを与えた。どの家計
に与えるかは、ワークショップへの参加如何にかかわらず、くじによってランダムに決め、社会
的な軋轢を抑えるため、くじへの当選は各家計に電話で個別に知らせた。介入デザインは図 1の
とおりである。 
このような介入デザインのもと、2020年 3月から介入を開始した。介入対象となる 100村を

3 フェーズに
分け、第 1フェ
ーズのワーク
ショップのう
ち、3分の 2が
終了したとこ
ろで、コロナ禍
ロックダウン
により、介入お
よび調査の一
時中断を余儀
なくされた。中
断中は、下の
（２）のとおり、
調査項目を変
更した電話調
査を実施した。 

2020 年 11
月に介入および家計調査を再開した。具体的には、第 1フェーズの残りの 3分の 1を実施した。
第 2フェーズは 2021年 2～3月、第 3フェーズは 2021年 9～10月に実施した。 
エンドライン調査は 2022年 11～12月に実施した。エンドラインで用いた調査票は、ベース
ライン調査と同様のものに、アウトカム変数をつくるための質問を追加した。 
本介入実験の効果については、もっとも基本的な Simple Differenceの推定式（１）では以下
のとおり測ることができる。 

 
= + ′ + ′ +       （１） 

 
ここで、 は村 jの女性 iについて、村レベルの処置・対象グループを表す。第 1ノードで
は C、T1、T2の 3種類、第 2ノードでは 5種類あり、さらにくじに当選したか否かで 9種類に
分かれる。 、 は、ベースラインにおける女性 iおよびその家計の特徴、村の特徴をそれぞ
れ表すベクトルである。 はエンドラインにおける労働参加そのほか諸々のアウトカム変数で
ある。アウトカム変数を多く設定しているためMultiple hypothesis testing修正済みの p値を
報告する。このほかオーソドックスな Analysis of Covariance(ANCOVA)推計を行う。 
 
（２）コロナ禍における電話調査 
 上記のとおり、コロナ禍ロックダウンにより、2020年 3月に当初予定していた介入および家
計調査の一次中断を余儀なくされた。このため、2020 年 6～7 月、非対面の電話調査を実施し
た。電話調査の対象は、本ベースライン調査家計(ベースライン調査は 2019年 8月に終了)であ
るが、それに加えて海外研究協力者である Abu S. Shonchoyフロリダ国際大学准教授が実施し
ていた別プロジェクトの調査家計(ベースライン調査は 2020 年 2月に終了)の、約 3800 家計を
対象とした。当初の研究計画への修正となるため、修正 IRB 審査を行った (RPA200805015)。 
 質問内容は大きく 3つに分かれており、(i)COVID-19の家計および健康への影響、(ii)13～18
歳の子どもの結婚タイミング・学校再開後に復学する可能性、(iii)13～18歳の子どもの学校閉鎖
後の時間の使い方、である。回答者は原則両親であり、(ii)と(iii)の子どもに関する質問について
は、男女を問わず 13～18歳に当てはまればすべての子どもについて答えてもらった。 
 
（３）二次データを使ったインド、パキスタン、バングラデシュにおける女性の労働参加の分析 
インドについては、研究代表者が客員研究員として 2019 年から所属していたアメリカの

Population Councilが集めた RCTのデータ(最終ラウンドはコロナ禍のため電話調査)を用いて
分析を行った。介入内容は、ティーンエージャー女性に対するエンパワメントプログラムである。 
パキスタンについては、研究代表者がすでに実施していた RCTのデータを用いて、これまで
の分析を再考するかたちで分析を行った。介入内容は、未婚女性の両親に対して、女性の新しい
就業機会に関する情報を与えるものである。インド農村で新しい就業機会の情報を与えた
Jensen(2012)の介入実験の内容に近いが、女性本人ではなくその両親を介入の対象としたこと
が違いである。家父長的な社会では、未婚女性の労働参加は父親に決定権があるため、その点を
考慮したところが本研究の新規性である。 
加えて、バングラデシュについても、（１）および（２）とは別に、Population Councilが集

図 1. クラスターRCTのデザイン 
注. C＝対照群、T1＝未婚女性のみの処置群、T2＝未婚女性とその両親の処置群。

Lottery は職業訓練校の入学金を補填するくじを指す。村によって 25%もしくは
75%がくじに当選するかが異なる。 



めた RCTのデータを用いて分析を行った。介入内容は、上記のインドと同様、未婚女性に対す
るエンパワメントプログラムである。このエンパワメントプログラムは、家父長的な社会のなか
でティーンエージャー女性の交渉力を高めることをひとつの目的にしていた。 
 
４．研究成果 
（１）女性のロールモデルとつながりをつくる RCTの成果 
 ベースライン家計調査および介入内容のデザインをもとに、Pre-Analysis Plan(PAP)を執筆
し、AER Registryで公開した(Makino et al., 2021a)。 
 PAPでは、ベースライン家計調査の記述統計および、処置群、対照群のバランステスト、サチ
ュレーションレベルの違い 25%/75％を考慮したバランステストも公開しているが、いずれのア
ームにも有意な違いはみられなかった。 
 ロールモデル女性とつながりをつくる介入の効果については、査読付き英文学術誌に投稿の
ための厳密な分析は進行中であるが、本報告書で主要なアウトカムを視覚的に示す(図 2)。 

 図 2をみると、興
味深い結果が分か
る。もともと、ロー
ルモデル女性によ
るワークショップ
参加を T1(未婚女性
のみ)と T2(未婚女
性とその親)に分け
た背景には、家父長
的な社会では、未婚
女性の労働参加は
父親に決定権があ
り、親世代の規範が
変わらない限り、労
働参加率上昇には
つながらないだろ
うという仮説があ
った。ところが、図
2によると、確かに
ワークショップへ
の参加率は T1より
T2 の方が高いもの
の（ただし違いは有
意ではない）、その

後職業訓練校への入学、実際の労働参加については、T1のみ有意に効果が大きい。家父長的な
社会規範に影響を与えることを目的とした介入実験の成果はまだ解明されておらず(Dean & 
Jayachandran 2019; Bursztyn,et al., 2020)、いずれにしても、さらなる研究が必要な分野だろ
う。 
 
（２）コロナ禍における電話調査 
電話調査の分析結果をまとめた論文(Makino et al., 2021b)は、現在査読付き英文学術誌に投
稿中である。成果の一部(牧野 2021)は出版済みである。電話調査から分かったことのハイライ
トは以下のとおりである。 

 まず、コロナ禍のロックダウン、
学校閉鎖により、13～18歳の子
どもたちの時間の使い方に変化
があった(図3)。具体的には、家族
の世話、家事労働に費やす時間が、
男子より女子の間で圧倒的に増
えた。コロナ禍後、勉強時間は女
子も男子も大幅に減ったが、女子
の減少具合が大きかった。先の、
家族の世話や家事労働の差が表
れているのかもしれない。 
 また、学校閉鎖が女子の児童
婚に与える影響にも着目した。
調査地のガイバンダ県は、バン
グラデシュでも最貧困地域で、
児童婚の蔓延地域である。コロ

ナ禍後の学校閉鎖は、バングラデシュをはじめとした児童婚問題をかかえる国や地域にとっ

図 2. ロールモデル女性とつながりをつくる介入実験の効果 
注. 平行線は対照群(C)と比較したときの、処置群(T1＝未婚女性のみ、T2＝未
婚女性とその親)それぞれの 95%信頼区間を表す。左上はワークショップ参加
率、右上は職業訓練校へのアプローチがあったかどうか、左下は職業訓練校に
実際入学したか(縫製工であれば親元を離れる必要があるトレーニング)、右下
は実際に家の外で働いているかどうかをそれぞれ 0か 1で表す。 

図 3. コロナ禍後の時間の使い方の変化、13～18歳の男女別 



て、これまでの児童婚撲滅
に向けての成果がゼロどこ
ろかマイナスになりかねな
いと、国際機関が警鐘を鳴
らしている(UNICEF 
2021)。本電話調査でも、
コロナ禍後に結婚が増えた
のかを聞いた。また電話調
査を実施した2020年6～7月
はロックダウン解除直後で
結婚式などのセレモニーが
回避される傾向があること
から、女子の児童婚リスク
を測るために、両親が結婚
について具体的に相談し始
めたかどうかも聞いた。な
お、結婚について相談を始
めたかどうかの信ぴょう性

を担保するため、2021年2～3月にフォローアップ電話調査を実施し、コロナ禍が始まって1年
後までに実際に結婚したかどうかと2020年6～7月で相談を始めたかどうかとの相関をみた。両
者には強い相関がみられたため、2020年6～7月時点での相談は、実際の児童婚リスクを測るに
ふさわしいと判断した。 
コロナ禍の学校閉鎖が児童婚リスクに与える影響を図4に示した。経済的ショックを強く受
けた家計において、女子の児童婚リスクが上昇したことが分かった。 
 
（３）二次データを使ったインド、パキスタン、バングラデシュにおける女性の労働参加の分析 
 インドについては、ティーンエージャー女性のエンパワメントを目的にしたプログラムが、コ
ロナ禍の悪影響を緩和したことを実証した。成果論文(Amin, et al. 2023)は査読付き英文学術誌
に投稿中である。 
 パキスタンについては、女性縫製工が働くに適した工場に通勤可能なパンジャーブ州農村で、
未婚女性の両親を対象に、労働環境や条件などの情報提供の効果を実証した。情報提供により、
女性が外で働く、工場で働くということについて、両親の意識が好意的に変化した。成果(Makino, 
forthcoming)は査読付き英文学術誌に掲載が決定した。 
 バングラデシュについては、インド同様ティーンエージャー女性のエンパワメントを目的にした
プログラムが、女性の労働参加に与えた効果を実証した。バングラデシュ農村のような家父長的
な社会では、父親が未婚女性の労働参加に決定権があることが多いが、プログラムによって家庭
内交渉力を身に着けた女性たちの労働参加率が上昇したことを示した。成果(Amin & Makino, 
forthcoming)は査読付き英文学術誌に掲載が決定した。 
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